






New development in information system law. 
一一~Business law relation-一一
Iwao HAYAKAWA 
This paper is topics that have studied the problems for ① the Computer-used-fraud， 
② the Computer-used-Business obstruction，③ th己magnetic-record-wrong-making，and 
④ the prograrn-copyright司aggression，the intellectual property-aggression etc， from a 
point of view of information system law. 
The information system law is not only national crime， but also the int巴rnational
crim巴-discussionis developed， and it is going to become new study topics in the focus of 
the world people attention. So， here， 1 think to discuss and study the topics of Computer 




















































































































































































































































































































































































































又，刑法第 7条ノ 2 (電磁的記録〕
「本法ニ珍テ電磁的記録卜称スルハ電子的方式，
磁気的方式其他人ノ知覚ヲ以テ認識スルコ卜能
ハサル方式ニ依リ作ラルル記録ニシテ電子計算
機ニ依ル情報処理ノ用ニ供セラルノレモノヲ謂
フ」
[本条の要点]
「記録」とは，一定の記録媒体上に情報が記
録 e保存されている状態であり，情報あるいは
その媒体のことではない。
「電子的方式・ ・人ノ知覚ヲ以テ認識スルコ
ト能ハサル方式」とは， 1 Cメモリ、磁気テー
プ，磁気ディスク，光ディスク等であるが，
ンチカードについては，人の知覚によってその
存在を認識することが可能であるから，刑法第
7条の2による保護の対象とはならない。
4)文書偽造罪
[本罪の要点]
本条に珍て文書とは，意思表示の責任主体(作
成名義人〉が記載されているものであり，かっ，
人の知覚によって認識可能であること(可視性，
可読性〉を意味する。
又，偽造とは，作成名義の同一性を偽る行為〔有
形偽造〉であり，本来の文書偽造罪はこれを意
味するが，内容虚偽の文書を作成する行為(無
形偽造〉も例外的処罰の対象となる。例えば，
三重三郎が愛知一郎の同意を得ないで，愛知一
郎と偽って金銭の受取文書等を作成した場合に
は，文書偽造罪として処罰される。
(受理平成元年1月25日〉
